
中山間地域等直接支払制度の取組事例

３ 高付加価値型農業の実践を目標としている事例
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＜高付加価値型農業の実践を目標としている事例＞

○新規作物がんこかぼちゃの生産・販売に挑戦

１．集落協定の概要

市町村･協定名 青森県むつ市川内町 畑
かわうちまち はた

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地

22.3ha 牧草 － － －

交 付 金 額 個人配分 50％

179万円 共同取組活動 担当者活動経費 3％

50％ 体制整備に要する経費 2％（ ）

水路・農道等の維持管理費 34％

農用地の維持・管理に要する経費 11％

協定参加者 農業者42人

２．集落マスタープラン及び農用地保全マップの概要

畑集落は、高齢化が進んでいることに加えて、水田が湿田で耕作条件が悪いことなど

から、協定内の全面積を転作し、オーチャードグラスを作付けするなど、耕作放棄地の

発生防止に努めてきた。

このような状況を踏まえ、女性や高齢者にもできる農業に取り組もうと、高付加価値

型新規作物（がんこかぼちゃ）を生産・販売し、将来若者が地元で担い手となれるよう

農業振興に取り組むことを目指して集落がまとまり、協定締結に至った。

農用地保全マップは、湿田の作業性を確保するため機械等を活用した水路の泥上げ、

草刈り（延長3.9ｋｍ）の実施を進め利便性を高めとともに、農作業の効率化を図るた

め農道の草刈り及び砂利敷（延長2.5ｋｍ）の補修を定期的に行うこととしている。

農道の補修水路の草刈り
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［活 動 内 容］

農業生産活動等 多面的機能増進活動 体制整備に向けた取組

生産性・収益の向上

農地の耕作・管理 景観作物作付け （高付加価値型農業の実践）

（田22.3ha） （景観作物としてｻﾙﾋﾞｱ, 新規作物（がんこかぼちゃ）

ﾏﾘｰｺﾞｰﾙﾄﾞを農用地の道 の作付け（1.2ha以上）

個別対応 路沿いに花壇を整備し作

付け） 共同取組活動

水路・作業道の管理 共同取組活動 多面的機能の発揮

・水路3.9km、年2回清掃、 （集落内の非農家との連携）

草刈り 非農家10名と農業生産活動等

・道路2.5km、年2回 補修、 の連携

草刈り

共同取組活動

共同取組活動

農地法面の定期的な点検

（随時）

共同取組活動

３．取り組むべき事項の活動内容

高齢化が進むことによる維持管理が困難となることが想定されるため、地域全体で農地

の維持管理及び集落機能を維持し、集落内の非農家１０名と連携をとり、景観作物（サル

ビア、マリーゴールド）を農用地の道路沿いに花壇を整備し作付けすることとしている。

また、新規作物として「がんこかぼちゃ」を計画的に５年間で作付けし、生産・販売す

ることとしている。

［平成21年度まで取り組む目標］

○ 景観作物（ｻﾙﾋﾞｱ・ﾏﾘｰｺﾞｰﾙﾄﾞ）を農道沿い花壇2カ所（15㎡×2）に植付け

○ 高付加価値型農業の実践：がんこかぼちゃを新たに作付けする。

（現状：ｵｰﾁｬｰﾄﾞｸﾞﾗｽを堆肥化し、協定農用地面積のほぼ100％に散布）

（目標：協定農用地の１.2ha（協定農用地面積5% ））

○ 非農家10名と連携して、景観作物を花壇を整備し作付。

（地区内の老人クラブと連携）

○ 農地法面、水路、農道等の補修・改良

水路（3.9ｋｍ ・農道（2.5ｋｍ）の草刈り）

水路3.9ｋｍの泥上げ作業。農道5ｍ巾、延長2.5ｋｍの砂利敷補修。
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＜高付加価値型農業の実践を目標としている事例＞

○チャレンジする農業を目指して

１．集落協定の概要

市町村･協定名 青森県青森市 吉野田Ａ
あおもりし よ し の だ エ ー

協 定 面 積 田 畑（100％） 草地 採草放牧地

14.2ha － りんご・くり － －

交 付 金 額 個人配分 50％

50.3万円 共同取組活動 担当者活動経費 8％

（50％） 農道等の維持管理費 40％

体制整備に要する経費 2％

協定参加者 農業者10人（うち集落外：周辺市町村5名）

２．集落マスタープラン及び農用地保全マップの概要

当集落は、りんごの生産を中心に、青森県特別栽培農産物の認証やエコファーマー

の取得による安全・安心な農業生産に取り組んでいる。また、福井県民生協会員を対

象としたりんごオーナー制度を実施しており、消費者との交流活動も活発に行われて

いる。

今後は、農業を牽引する若い担い手の育成や、耕作放棄地を復旧し、クリなどの新

規作物を導入し、りんご以外の付加価値の高い農産物の生産に取り組み、集落の活性

化を図り、チャレンジする農業を目指すこととしている。

農用地保全マップは、重点地区を書き込み、定期的な巡回を行い未然に崩壊等を防

止することとしている。また、耕作放棄地を復旧する農用地を明確化し、クリ等を作

付けすることとしている。

オーナー制度を実施するりんご園 復旧した耕作放棄地にクリを作付
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［活 動 内 容］

農業生産活動等 多面的機能増進活動 体制整備に向けた取組

生産性・収益の向上

農地の耕作・管理 りんごオーナー制度の実 （高付加価値型農業の実践）

（畑14.2ha） 施（約0.3ha） 耕作放棄地を復旧（1.6ha）

し、クリを作付け(1.0ha)、一

個別対応 共同取組活動 部（0.5ha）はりんご苗木育成

園として活用

水路・作業道の管理 堆きゅう肥の施肥（14.2 共同取組活動

・水路1.0km、年１回泥上げ ha全協定農用地へ）

・道路1.0km、年3回 草刈り 担い手育成

個別対応 認定農業者の育成

共同取組活動 （現状１名 2名、１名増加）→

共同取組活動

農地法面の定期的な点検

（毎月、大雨・台風時は随

時、積雪期を除く） 加算措置への取組

共同取組活動 耕作放棄地復旧

（畑1.6ha 11.2%）

共同取組活動

集落外との連携

○りんごオーナー制度を福井県民生協会員と連携して実施

３．取り組むべき事項の活動内容

前対策で取り組んだりんごオーナー制度継続して実施するとともに、耕作放棄地（1.

6ha 協定農用地面積の１１．２％)を復旧し、クリ等の新規作物を作付けし、高付加価

値型農業の実践を行うこととしている。

担い手育成の取り組みとしては、認定農業者1名増加する取り組みを行うこととして

いる。

さらに、協定農用地の周辺に学校給食等にも導入されている「黒房すぐり」を植栽す

ることとしている。

［平成21年度まで取り組む目標］

○ 耕作放棄地の復旧（クリ園・りんご苗木育成園1.6ｈａ）

○ 高付加価値型農業の実践（新規導入作物：クリの作付け。約１ｈａ）

○ 福井県民生協会員と連携してりんごオーナー制度の継続実施（約0.3ｈａ）

○ 堆きゅう肥の施肥（全農用地、個別対応）

○ 協定農用地の周辺に黒房すぐり（カシス）の植栽

○ 認定農業者の増加（現在１名→目標２名、１名増加）
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＜高付加価値型農業の実践を目標としている事例＞

○地域資源の有効活用

１．集落協定の概要

市町村･協定名 岩手県一関市室根町 西の沢
いちのせきしむろねちょう にしのさわ

協 定 面 積 田（ 98％） 畑（ 2％） 草地 採草放牧地

44.3ha 水稲、飼料作物等 野菜 － －

交 付 金 額 個人配分 50.0 ％

885万円 共同取組活動 担当者活動経費（役員手当、会議手当等） 6.6 ％

50％ 体制整備に要する経費（機械･施設整備等) 19.2 ％（ ）

共同取り組み活動経費（道･水路管理費、景観作物苗代、

防護作設置） 8.2 ％

交付金の積立・繰越(基盤整備・機械･施設等の積立） 12.3 ％

その他(会議費･事務費) 3.7 ％

協定参加者 農業者 87 人

２．集落マスタープラン及び農用地保全マップの概要

当集落は、現在水田について賃貸借（2.15ｈａ ・ＪＡへの部分委託や、転作田につい）

て認定農業者への作業受委託（2.55ｈａ）が行われている。

話し合いの結果、用排水路老朽化等による再整備や耕作放棄地の復元と転作田の有効活

用の問題、農家の高齢化による将来への不安等の課題等があげられた。

これらを踏まえ、担い手への農地集積や農作

業受委託を進め、広範な農作業を受託する農作

業受委託組合を組織化等により、作業の効率化

を図り、集落営農組織としての法人化を計画す

るとともに、集落営農の核となる認定農業者を

育成する。

米づくりの計画として、生産履歴の記帳を基

本にＪＡいわい東が示す統一栽培基準の遵守、

耕畜連携による土づくり、畦畔整備及び用排水

路の整備補修を行う。 〈排水工事〉

、 、 、転作田の産地づくりとして 転作田は排水不良箇所が多く 地表排水や補助暗渠を行い

更なる牧草の作付け等による土地の有効活用を図る。

、 、 「 」「 」機械の共同利用の推進として 個人所有の機械 交付金で購入した 畦塗機 田植機

や今後共同利用可能な機械を購入し、オペレーターを中心とした共同利用を進める。

農用地保全マップは、平成１８年度から用排水路の整備事業を計画し、改修と土側溝を

コンクリート化する箇所を計画水路として記載した。
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［活 動 内 容］

集落外との連携

○自治会活動と連携し、非農家と一体となった環境保全運動等として 「アジサイロー、

ド 「ホテルの飛び交う里づくり」に取り組む。」

３．取り組むべき事項の活動内容

多面機能増進活動として、有畜農家と連携し稲わらと堆肥の交換を進めるほか、地域と

一体的にアジサイロードの管理作業や更なる植栽を行うとともに 「ホタルの飛び交う里、

づくり」に取り組み、生息調査や学習会を実施する。

高付加価値型農業の実践として、平成１７年度から限定純情米（農薬の使用を１０成分

回数以下にする等）の取組を行い、平成２１年度には１０ｈａ作付けする。また、担い手

育成の取組として、水稲作業受託農家等に水稲の耕起・代掻き・田植え作業や飼料作物受

託農家に収穫作業の受委託を進める。

［平成21年度まで取り組む目標］

○ 農作業受委託の推進（農作業受委託組合を組織化する等により、15.8%以上の増加）

水稲（耕起・代掻き・田植え）6.4ha→10.8ha 牧草（収穫）1.0ha→3.7ha（15.8%)

○ 高付加価値型農業の実践「限定純情米」0ha→10ha

○ 農地の集積 利用権設定2.4ha→4.6ha

○ 機械・農作業の共同化 田植え機2.0ha→8.0ha 防除機 0ha→16.5ha

○ 多面機能の発揮に向けた非農家・他集落等との連携

非農家・非対象農家が９名以上参加し自治会と一体となった活動を展開。

農業生産活動等

農地の耕作･管理
（田43.4ha 畑0.9ha）

個別対応

多面的機能増進活動

周辺林地の下草刈り
(年1回)

共同取組活動

体制整備に向けた取組

高付加価値型農業の実践
限定純情米の作付け
0ha→10ha

共同取組活動

生産性・収益向上

景観作物作付け
（ （ ））アジサイロード 300本

共同取組活動

担い手への農作業委託
水稲6ha→11ha牧草1ha→4ha

共同取組活動

担い手育成

非農家等との連携
自治会を基本とした一体的
な農地保全活動

共同取組活動

多面的機能の発揮

昆虫類の保護
（ ホタルの飛び交う里づ「
くり」の取組）

共同取組活動

水路･作業道の管理
・水路

清掃 年1回
草刈り 年2回

・道路
簡易補修 年1回
草刈り 年1回

共同取組活動

堆きゅう肥の施肥
（耕畜連携 約8ha）

共同取組活動

農地法面の定期的な点検
（年２回）

担い手を中心に共同取組
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＜高付加価値型農業の実践を目標としている事例＞

○高付加価値型農業を目指して酒米を作付け

１．集落協定の概要

市町村･協定名 宮城県柴田郡川崎町 古関
しばたぐんかわさきまち ふるせき

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地

9.5ha 水稲、そば － － －

交 付 金 額 個人配分 47.6％

199万円 共同取組活動 担当者活動経費 15.0％

（52.4％） 水路・農道等の維持管理費 23.6％

多面的機能増進活動費 6.5％

体制整備に要する経費 4.0％

その他（事務費等） 3.3％

協定参加者 農業者 14人、非農業者 7人、そば生産組合（構成員3人）

集落マスタープラン及び農用地保全マップの概要２．

古関集落の農地は、山形県境に近い国道

２８６号線沿いの山間にある作業効率の悪

い急傾斜の農地（棚田・農道の狭隘、湿田

等により作業効率が悪い）がほとんどであ

り、兼業化による担い手不足と高齢化が進

、 。んでおり 耕作放棄地の増加が懸念される

集落の課題を踏まえ、新対策では、担い

手を明確化し、個々の農家での農業機械の

買い替え・新規購入は控え、担い手に農地

集積及び農作業受委託の推進を図る環境整

備を展開する。 〈試験栽培（酒米）の刈取作業〉

そばの作付についても 「みちのくそば生産組合」へ作業受委託を推進する。、

また、前対策で設置した直売所を活用し、地場野菜の加工、販売組織の育成や集落内

の酒造会社と提携し酒米の作付拡大を図る。

隣接する下さらに、集落全戸参加による道・水路の清掃等の環境美化運動の実施や

田集落協定及び古関行政区と連携して、 そば祭り」の開お盆の帰省客を交えながら「

催・定着を図る。

農用地保全マップの概要

(1) 水路改修が必要となる範囲の設定（塩ビ管布設）

(2) 鳥獣害対策が必要となる位置の設定（ガス鉄砲による対策）

(3) 現在の転作地及び作業受委託の把握（今後の推進対策のため）
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［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 体制整備に向けた取組

生産性・収益の向上
農地の耕作・管理 周辺林地の下草刈り （高付加価値型農業の実践）
（田9.5ha） （約13a、年2回） 酒米の作付（1ha)

（地場産農産物等の加工販売
個別対応 漬物加工場を設置し、直売所

等で販売
共同取組活動

水路・作業道の管理 共同取組活動
・水路2.9km、年2回

清掃、草刈り 堆きゅう肥の施肥等 担い手の育成
・農道1.5km、年2回 約10a 協定面積の10% （担い手への農作業の委託）（ 、 ）
草刈り 水稲 0.45→1.3ha

共同取組活動 そば 3.0 →3.6ha
共同取組活動

共同取組活動

農地法面の定期的な点検 多面的機能の発揮
（年２回及び随時） （非農家、他集落との連携）

道・水路清掃、そば祭り
共同取組活動

共同取組活動

４．取り組むべき事項の活動内容

平成21年度までは、高付加価値型農業の実

践では、新規作物として酒米１ｈａ（10.5%)

増加の取り組みや地場野菜を活用した漬物の

加工場を設置し、前対策で整備した直売所等

で販売する。

また 担い手への農作業委託は 1.45ha 1、 、 （

5.2%）の増加に取り組み、多面的機能の発揮

では非農家９名と連携して道・水路の清掃を

実施することとしている。 〈帰省客を迎えてのそば料理試食風景〉

［平成21年度まで取り組む目標］

○ 高付加価値型農業の実践 酒米を新たに１ｈａ作付け

○ 地場産農産物等の加工・販売

漬物加工場の新設 １施設（協定内産直での販売を目指す）

○ 担い手への農作業委託

水稲 現状0.5ha（協定農用地5.2%） →目標1.3haで実施（協定農用地13.6％）

そば 現状3.0ha（協定農用地31.5%）→目標3.6haで実施（協定農用地37.9％）

○ 多面的機能の持続的発揮に向けた非農家、他集落との連携

非農家と連携し、道・水路の清掃及び隣接する下田集落協定及び古関行政区と連携して、そば祭

りを年１回（お盆）開催 （お盆の帰省客を交えての開催）。
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＜高付加価値型農業の実践を目標としている事例＞

○安全で安心して食べられる農産物の生産

１．集落協定の概要

市町村･協定名 千葉県安房郡三芳村 表田・川向
あわぐんみよしむら おもてだ・かわむこう

協 定 面 積 田（95％） 畑（5％） 草地 採草放牧地
5.6ha 米・野菜 一般野菜

交 付 金 額 個人配分 61％
42万円 共同取組活動 集落活動報酬 10％

（39％） 農道・水路維持管理、鳥獣害防止対策 26％
その他 3％

協定参加者 農業者 22人 山名土地改良組合（構成員103人）

２．集落マスタープランの概要

農業の担い手の高齢化が進んでいる現在、当集落も例外ではない。耕作放棄地が出

ないよう集落内で協力し合い、親睦を深め、後継者や新規就農者の多くの参入を目指

し、更には担い手の中核となる認定農業者を増やしていくことを目標とする。

また、農薬や化学肥料を使用しない農業を取り入れ、環境にやさしい高付加価値の

農産物の生産を進め 「安全で安心して食べられる農産物の生産地」として集落の活、

性化につなげる。

、 、取組方針としては 毎年共同作業による農業用施設等の維持管理作業を実施する他

担い手の育成、環境にやさしい農業の取組の増加を目標として２年目までに認定農業

者、環境にやさしい農業の実施者を確保し、以降は減無農薬・化学肥料栽培に取り組

んでいく。

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作・管理 田5.3ha 土手の草刈り 鳥獣害防止対策（ 、
畑0.3ha） （年2回） （くくり罠２箇所設置)

個別対応
共同取組活動

共同取組活動
水路・作業道の管理
・水路 年2回 有機農業の実施

清掃、草刈り （約0.8ha） 認定農業者の育成
・道路 年2回 草刈り （目標１人）

共同取組活動 個別対応
個別対応

農地法面の定期的な点検
（年２回及び随時）

共同取組活動
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３．取組の経緯及び内容

当集落は、山に囲まれた畑作地域であり担い手の高齢化等により耕作放棄地の発生

が危惧されていたため農業者で話合いを行った結果、平成１３年度に協定締結に至り

本制度に取組むこととなった。本制度への参加により、耕作放棄地発生の防止対策が

とられ話合いも活発化されるようになった。

この制度を活用し、集落が農業生産活動の場として更なる活性化を図るため平成１

７年７月に新たな協定を締結した。

今回の対策では、無農薬、無化学肥料での農作物の生産に取り組んでおり、手間を

かけた安全でおいしい農産物を食卓に届けようと頑張っている。

○農用地等保全マップ

【マップの解説】

・近年、三芳村ではイノシシによる被

害が増え、当集落周辺でもイノシシ

が目撃されている。この被害を防止

するため、くくり罠を２箇所に設置

する。

稲のかけぼし作業

［平成21年度までの取組目標］

○ 有機農業の実施（協定農用地面積の５％以上の増加）

○ 認定農業者の育成（１名増加）

○ 鳥獣害防止対策の実施（くくり罠設置）
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＜高付加価値型農業の実践を目標としている事例＞

○安全な環境づくりと安心な作物づくり

１．集落協定の概要

市町村･協定名 山梨県甲斐市 伊豆宮
か い し いずのみや

協 定 面 積 田（97％） 畑（3％） 草地 採草放牧地
13ha 水稲、野菜 ぶどう

交 付 金 額 個人配分 90％
267万円 共同取組活動 役員（7名分：事務、活動）報酬 3％

（10％） 農道・水路等管理経費 6％
一般事務経費（総会経費等） 2％

協 定 参 加 者 農業者 36人

２．集落マスタープランの概要

後継者等の受け入れ体制を図り、荒廃農地を防止するため、集落営農を振興し、お互

いに活性化に努めていく。

そのため、農道・水路における清掃や除草等の管理、また、崩落箇所等の整備を実施

するための体制づくりを行うとともに、農作業機械の共同利用による負担・経費の削減、

農業後継者の育成を軸に受託組織の受入体制を図る。

また、集落全体で有機肥料導入による水稲の減化学肥料化を行い、安全な作物の栽培

推進に努め、最終年度までに約１０％（１．４ｈａ）を目標に取り組む。

同時に地域環境の保全を行うため、ビオトープ活動（蛍の生息地の確保）を実施する。

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作・管理 堆きゅう肥の施肥 約 高付加価値型農業の実践（ ）1.4ha
（田 、畑 ） 有機肥料の導入（ ％）12.6ha 0.4ha 10

1.4ha個別対応 目標
個別対応

個別対応

水路・作業道の管理
・水路 、年１回 清掃、草刈 自然生態系の保全に関する学校2.5km
・道路 、年１回 清掃、草刈 教育等との連携1.5km

ビオトープの確保（蛍の生息環
共同取組活動 境）

共同取組活動
農地法面の定期的な点検
（ ）必要に応じ 月頃簡易補修実施10

共同取組活動
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３．取組の経緯及び内容

伊豆宮集落は平成１７年度より新規参加した集落協定で、場所は旧登美村（旧双葉町

大垈）に位置する。当集落では、以前から有機質肥料を使った減化学肥料栽培の導入意

向があったが、実現には至っていなかった。中山間地域等直接支払制度が新たに開始さ

れるのを機に、集落で協議し、減化学肥料栽培を実践し、安全・安心な食料生産に取り

組むことにした。

また、昔は多く見られた蛍がほとんど見られなくなったことを危惧し、蛍の生息でき

る環境を取り戻し、維持していく活動にも取り組むことにした。

取組内容は 「高付加価値型農業の実践」として、地産地消を目的とした安全・安心、

な食料普及のため、有機肥料を活用することによる減化学肥料栽培への取組を実践する。

なお、栽培基準として「特別栽培農産物に係る表示ガイドラインの山梨県慣行レベ

ル」に基き、化学肥料の５割削減の実践を目標とする （甲斐市で実施している有機肥。

料購入補助を活用）

、 、また 「自然生態系の保全に関する学校教育等との連携」として、環境活動を実施し

ビオトープの確保（蛍の生息環境整備）を行い、豊かな生態系・生物多様性や景観を次

世代へ引き継ぐことを目標としている。

具体的な活動として、地区の子供たちと蛍の生態についての学習会を協定最終年度に

実施することとしており、協定参加者は事前に県が行っているビオトープ事業で活動指

導を受ける予定である。

○農用地等保全マップ

圃場整備を実施した地域である

ことから、対象地域の約９割の農

地が参加している。

水路ならびに農道についても以

前より適正に管理しているため、

目標については、現状維持を基本

に管理を行う。

また、南東の水路に生息してい

る蛍等を保存するため集落内にお

いてビオトープ活動を実施する。

［平成21年度までの取組目標］
○ 減肥料化への取組（有機肥料の導入 ：当初０ha ⇒ 目標1.35ha）
○ 自然生態系の保存：ビオトープ活動の実施、子供達との学習会を実施
○ 水稲生産目標面積：現在12.3ha ⇒ 目標10.0ha 生産調整活動の実施
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＜高付加価値型農業の実践を目標としている事例＞

○新規作物としてニンニクを栽培

１．集落協定の概要

市町村･協定名 福井県勝山市荒土町 西ケ原
かつやましあらどちょう にしがはら

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地
3.2ha 水稲

交 付 金 額 個人配分 50％
67万円 共同取組活動 水路・農道・周辺林地の管理 4％

（50％） 鳥獣害防止対策 20％
高付加価値型農業の実践（ニンニク栽培） 22％
役員報酬 4％

協定参加者 農業者10人、非農家2人

２．集落マスタープランの概要

（１）集落における将来像

集落営農組織による農業生産体制等を構築し、将来的には耕作放棄等の防止による

水田・山林の保護を実現

（２）５年間での活動目標

○新規作物として「ニンニク」を栽培し、高付加価値型農業を実践

○非農家と連携した農業生産活動及び多面的機能増進活動を実施

（３）毎年の活動計画

○鳥獣害防止対策、畦畝及び水路の草刈等の実施

○新規作物「ニンニク」の作付け拡大（１年目 ㎡→５年目 ㎡）300 1,610

○認定農業者の育成

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 農用地等保全体制整備

農地の耕作・管理（田3.2ha） 周辺林地の下草刈り 高付加価値型農業の実践
（約0.5a、年1回） 新規作物としてニンニクの作

個別対応 付けを推進（1,610㎡）

共同取組活動 共同取組活動
水路・農道の管理
・水路1.5km、年2回 清掃、草
刈り 非農家との連携
・道路2km、年2回 草刈り 非農家2名と連携して、水路

・農道の整備保全、ニンニク
共同取組活動 鳥獣害防止対策 栽培等を共同で実施

（防護柵の設置 1.5km）
共同取組活動

農地法面の定期的な点検 共同取組活動
（年2回及び随時）

共同取組活動
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３．取組の経緯及び内容

西ケ原集落は全戸数が12戸と小さく、そのうち２戸が非農家となっている。当該集落

でも近隣集落と同様に主たる農業従事者は高齢化しており、今後、世代交代を進めてい

く必要があるが、条件の不利な農地から農業離れが進むことが予想されるため、本制度

の取組を契機に集落内で話し合いを行い、将来にわたって持続的な農業生産活動等を可

能にするため、水路、農道等の清掃・草刈等について非農家を含めた集落全体で保全・

管理していく体制の構築を目指すこととしている。

また、高付加価値型農業を導入し、農業所得の向上を図るため、新規作物としてニン

ニク栽培に取り組むこととしており、平成17年度から新たに300㎡の農地で作付けを行

っている。平成21年度までに作付面積を1,610㎡まで拡大する方針であり、集落内では

収穫したニンニクの効果的な販売方法を検討するなど、前向きな意見が飛び交うように

なっている。ニンニク栽培も集落全戸の共同で取り組むこととしており、集落の活性化

に繋げていきたい。

＜農用地等保全マップ＞

農道等の保全、管理等

＜ニンニク作付作業風景＞

［平成21年度までの取組目標］

○ 高付加価値型農業の実践

・ニンニク栽培面積1,610㎡（協定面積の5％）

○ 多面的機能の持続的発揮に向けた非農家との連携

・非農家２名と連携し、水路（1.5km 、農道（2km）の清掃や草刈り、ニンニクの栽培（1,610㎡））

を実施
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＜高付加価値型農業の実践を目標としている事例＞

○特別栽培米の栽培による高付加価値型農業の実践

１．集落協定の概要

市町村･協定名 兵庫県朝来市（旧山東町） 三保
あさごしきゅうさんとうちょう み ほ

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地
7.8ha 水稲

交 付 金 額 個人配分 51％
142万円 共同取組活動 役員手当 3％

（49％） 有害鳥獣対策費 5％
道水路維持管理費 20％
多面的機能増進活動費 7％
生産性収益向上、担い手の定着等に関する経費 7％
会議費等 7％

協定参加者 農業者 35人

２．集落マスタープランの概要

、 、収穫祭等都市との交流の実施や 認定農業者への基幹的農作業の委託を図りながら

集落営農組織へのステップアップのための検討をしていく。

また、農業生産面については、高付加価値型農業を目指し、新たにアイガモ農法やレ

ンゲ緑肥を組み合わせた有機栽培、減農薬栽培による特別栽培米を推進していく

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作・管理 田7.8ha 周辺林地の下草刈り 高付加価値農業の実施（ ）
（年２回、道水路の草刈 （アイガモ農法を2.63ha実施、
り時に実施） 目標0.4ha以上の増加)

個別対応
共同取組活動

共同取組活動
水路・作業道の管理
・水路 年１回清掃、 景観作物作付け

年２回草刈り （景観作物・緑肥作物と 担い手への農作業の委託
・道路 年２回草刈り してレンゲを作付け（対 （集落の認定農業者に基幹的作
（草刈は６、8月） 象農地外含む ） 業を0.8ha委託。目標0.8ha以）

上の増加）
共同取組活動 共同取組活動

共同取組活動

農地法面の定期的な点検 限界的農地の林地化
（随時） （0.25haを目標に21年度ま

でに実施）

共同取組活動 共同取組活動

鳥獣害防止対策
（年１～２回点検）

共同取組活動
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３．取組の経緯及び内容

本集落では平成１３年から集落協定を締結し、共同で黒大豆のブランド化（高付加価

値栽培（丹波黒 ）に取り組んできたが、気温の高低差が大きいなど中山間農地という）

気象条件の悪さから畑作（豆類の栽培に適さない）農地もみられ、将来的に栽培を続け

るのは難しい状況であった。

そこで、これまでとは別の高付加価値型農業を目指す集落協定を再締結し、稲作を中

心にアイガモ農法やレンゲ緑肥を組み合わせた有機栽培や減農薬栽培による特別栽培米

（付加価値米）の取組を推進している。

○農用地等保全マップ

＜アイガモ農法の実施＞ ＜ 獣害防護柵の修理作業風景＞

（兵庫県安心ブランド実証済み）

［平成21年度までの取組目標］

○ 鳥獣被害防止柵の部分補修を毎年行う。

○ 有機堆肥の実施、レンゲ栽培の拡大。

○ 収穫祭等都市間交流、イベントの実施。

○ 限界的農地の林地化（0.25ha目標）

○ 集落営農組織の検討会の開催

○ 認定農業者への基幹的農作業の委託

○ アイガモ農法の実施ほ場の拡大（0.4ha増加目標）

マップの解説】【

・達成すべき目標

限界的農地の林地化

（目標0.25ha）

・マップの特徴

作付け作物ごとに色分けし、

有害鳥獣防護柵の位置、管理

すべき道水路を記入すること

により、中山間地の管理が行

いやす くなっている。
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＜高付加価値型農業の実践を目標としている事例＞

○花木の高付加価値化をめざす

１．集落協定の概要

市町村･協定名 奈良県五條市（旧西吉野村） 川岸上手
ご じ ょ う し き ゅ う に し よ し の む ら かわぎしかみて

協 定 面 積 田（2％） 畑（98％） 草地 採草放牧地
5.8ha 水稲 花木

交 付 金 額 個人配分 50％
50万円 共同取組活動 役員報酬 13％

（50％） 農業資材の共同購入 17％
鳥獣害防止対策、農道の維持・管理 10％
農用地の維持・管理 6％
会議費、事務費等 4％

協定参加者 農業者 6人

２．集落マスタープランの概要

【集落における将来像】

花木の持つ多面的機能を増進し、付加価値を高めた農業経営を営むことに

より、活力ある地域社会を構築していく

【５年間の活動目標】

鳥獣害防護柵・ネットの設置（3,9ha、2km 、花木を利用した景観作り、）

電動ばさみ・結束機の共同利用、農業用資材の共同購入

【毎年の活動計画】

（１年目）集落の現状把握、生産活動の点検、農道等の基盤計画を策定

（２年目）鳥獣害防護柵設置、市場見学会・荷造り講習会への参加

（３、４年目）鳥獣害防護柵設置

（５年目）５年間の活動目標の実現

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 その他

農地の耕作・管理 周辺林地の下草刈り 鳥獣害防護柵・ネットの設
（畑5.7ha 田0.1ha） （年2回） 置

（現在1.3ha、600ｍ。
個別対応 目標3.9ha、2,000m）

個別対応
共同取組活動

水路・作業道の管理
・水路 年 回 草刈り 景観作物作付け2
・農道 年 回 草刈り （桜、サンシュ、桃等 機械の共同利用による作業2

5.7ha） の効率化
共同取組活動 （電動ばさみ、結束機）

共同取組活動
共同取組活動

農地法面の定期的な点検
（随時）

共同取組活動
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３．取組の経緯及び内容

本集落は、花木（桜、サンシュ、桃等）を主体として栽培しており 「切、

り花の里」として知られている。しかし近年、花木の蕾をシカが食害する等

の鳥獣害に悩まされてきた。

そこで１２年に集落協定を締結し鳥獣害防護対策を行ってきたが、前対策

では個別に対応していたため完全な防止にはいたらなかったため、共同で鳥

獣害対策に取り組むとともに花木栽培の高付加価値化を目標としての再締結

となった。

今後の取組としては、防護柵・ネットを集落の周囲に共同で設置し効果を

上げることとしている。

花木栽培については、農業用資材（農薬、肥料）の共同購入による生産コ

スト低減、共選出荷参加による出荷規格の統一、保全管理の統一等を行い、

市場対応力の強化を図るとともに、機械（電動ばさみ、結束機）の共同利用

による農作業の省力化を図っていく。

また、花木栽培は景観作物を兼ねていることから、老木やシカによる被害

木の更新も進めていく。

シカ害等の防護柵 「切り花の里」風景

［平成21年度までの取組目標］

○ 鳥獣害防護柵、ネットの設置（現在1.3ha、600m。目標3.9ha、2,000m ））

○ 花木の高付加価値型農業の実現

（農業用資材の共同購入による生産コスト低減、共選出荷参加による出荷規格の統一、

機械の共同利用による省力化）
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＜高付加価値型農業の実践を目標としている事例＞

○柿の新品種を導入し、高付加価値化を図る

１．集落協定の概要

市町村･協定名 和歌山県伊都郡かつらぎ町 山 崎２
いとぐん やまさき

協 定 面 積 田（0％） 畑 草地 採草放牧地（ ）100％
31ha かき・もも

みかん・梅
交 付 金 額 個人配分 50％
355万円 共同取組活動 集落の各担当者の活動に対する経費 4％

50％ 技術講習費・会議費・改植費用 16％（ ）
水路、農道の維持管理費・景観作物費 30％

協定参加者 農業者 29人

２．集落マスタープランの概要

（１）将来像
現在建設中の大型農道が開通することにより、利便性が高まり通行量も多くなるこ

とが予測され、これを利用した高付加価値型農業（新品種の導入）に取り組む。
（２）５年間の活動目標

①耕作放棄地の発生防止活動を推進する。②水路、農道を整備し、適切な維持管
理を行う。③多面的機能を増進する活動を推進する。④高付加価値型農業の推進とし
て新品種の導入を図る。⑤認定農業者の育成を図るため、技術講習会等の参加を積極
的に行う。

（３）各年度毎の目標
１年目～４年目は、①水路・道路等の維持管理（年２回 、②景観作物の苗木の申）

込、③高接ぎ及び改植、④認定農業者の育成に向けた活動（講習会等への参加）に取
り組む。５年目には、①～③に加え、④認定農業者の認定を受ける。

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作・管理（畑31ha） 周辺林地の下草刈り 高付加価値型農業の実践
（年1回） （高接ぎ・改植による中谷・阪

個別対応 口早生１ha以上実施)
個別対応

共同取組活動
水路・作業道の管理

・年2回 景観作物作付け
清掃、草刈り 認定農業者の育成

（ ）・年2回 認定農業者を1名以上増目標
現在１名→将来２名以上

共同取組活動 共同取組活動
共同取組活動

農地法面の定期的な点検
（年２回及び随時）

共同取組活動

集落外との連携
○集落内の農家に農作業委託等ができない場合には、集落外の農家との連携を図り、
農作業委託等を推進する。
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３．取組の経緯及び内容

本集落は柿、桃、みかん、及び梅などの果樹の産地で、担い手も僅かではあるが確保

されており個別に営農が行われていたが、農道等の共同施設の老朽化が進んでいたこと

から、農業用施設等の維持管理を共同で行うことを目標に平成１２年から協定を締結し

て取り組んできた結果、共同管理の体制は整いつつある。

一方、大型車が通行可能な農道が整備されており間もなく開通することから、これま

で他産地に劣っていた市場出荷への利便性が向上し旧品種から付加価値の高い極早生品

種への転換に対して消極的だった農家が意欲的になってきたこともあり、付加価値の高

い新品種への転換（ 平種無柿」から 「中谷 「阪口」といった極早生の品種に転換）「 、 」、

を促進しつつ新たな担い手を育成することを目標に再協定することとなった。

また、近年深刻になってきたカラスによる被害を防止するため防護ネット等を共同で

設置していくことしている。

○農用地等保全マップ

【マップの解説】

・カラス等による果樹への被害が深刻なため対策を

講じたい （防鳥ネット、カラスよけの設置）。

高接ぎ新品種改良

水路・農道共同管理

平成21年度までの取組目標］［
○ 高付加価値型農業の推進として新品種の導入（１ha目標、将来は協定面積の５％目標）

○ 認定農業者の育成 １名以上の認定

○ 防護ネットの共同設置
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＜高付加価値型農業の実践を目標としている事例＞

○潮騒が詩を奏でるみかんの里

１．集落協定の概要

市町村･協定名 和歌山県有田郡湯浅町 田
ありだぐんゆあさちょう た

協 定 面 積 田 畑 (100%) 草地 採草放牧地
169ha 温州みかん、中晩柑、ビワ

交 付 金 額 個人配分 90％
1,945万円 共同取組活動 会議役員手当 1.5％

10％ 果樹品種更新補助等 2％（ ）
共同機械購入及び災害時、水路、道路清掃 4％
地区団体（非農家）の活動補助及び交流費 0.5％
先進地視察及び地場特産物等の加工販売所設置基金 2％

協定参加者 農業者 157人

２．集落マスタープランの概要

（１）将来像
高齢化等による耕作放棄が増加していく中で、集落内の農業者同士が協力して、担
い手への農地集積や品質向上に対しての取組や新規就農者への作業指導を行うなど集
落内の農地保全と地域農業の向上を目指していくものとする。

（２）５年間の活動目標
機械の共同利用、新規就農者の確保、多面的機能の持続発揮に向けて非農家、多集
落等との連携、認定農業者の育成、耕作放棄の防止、草刈や泥上げ等の農地等管理活
動を継続して実施する体制づくりに努める
定年退職者が農業の担い手として就農した場合は、集落内の他の農業者等により農
業指導を行う、先進地視察を行い技術向上に繋げる、改植により品質の安定化や高品
質果実を目指す。その他、不測の問題等が生じた場合は集落で協議をして決定する。

（３）各年毎の活動目標
１年目 ：農用地等保全マップの作成
２年目 ：機械の共同利用、果樹品種更新
３～４年：果樹品種更新
５年目 ：果樹品種更新、地場産農産物等の加工・販売

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作・管理 畑169ha 農地と一体となった周辺 機械農作業の共同化（ ）
林地の下草刈り ・発電機、杭打ち機の共同利

個別対応 用(目標：協定面積の100％)
個別対応

共同取組活動
作業道の管理
・道路10km、年2回 草刈り等 集落内の美化運動

（プランター及び花壇の 高付加価値型農業の実践
共同取組活動 花の植栽 （200株） ・改植による品質の安定化や）

（ ）高品質果実生産 目標10ha
共同取組活動

農地法面の定期的及び災害時 共同取組活動
の点検（年2回）

共同取組活動
新規就農者・認定農業者 地場農産物等の加工販売所の
の育成(目標:各1人増加) 設置

共同取組活動 共同取組活動

集落外との連携
○集落内の農家に農作業委託等ができない場合には、集落外の農家との連携を図り、
農作業委託等を推進する。
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３．取組の経緯及び内容

本集落は専業農家が主であり、担い手は20～70代の新規就農者（後継者）が多く、規

模拡大を図る農業者が多くみられるものの、急峻な山畑で維持管理に相当な労力を要す

ることや近年増加している鳥獣害により耕作放棄も見られるようになっていた。このこ

とから鳥獣害対策と耕作放棄の防止を目標に協定を締結し農業生産活動等に取り組んで

きた。

新たな対策の下、集落で話し合いを重ね、現地点検確認後、参加者全員合意の上、鳥

獣害が深刻な園地、限界的農用地等について整理した。

、 。新役員は 農業生産と地域振興に意欲が高い20～50歳前半の幅広い年代から選出した

高付加価値型農業の実践では、市場で定着している「田村みかん」のブランド維持の

ため先進地視察等を行うとともに、優良品種（ゆら早生等）の導入、マルチ栽培、高う

ね栽培への取り組みを行い、併せて中晩柑等の高品質化生産の推進を目指している。

担い手の定着に関しては 「新規就農者の確保」と「認定農業者の育成」を目標に掲、

げ、高付加価値型農業の実践により他業種に負けない年間所得確保を図ることで、農業

が職業として選択し得る魅力とやりがいのあるものとなるよう担い手の定着を目指す。

集落全体の取り組みについては、集落内の農道及び水路の維持管理を行い、安全かつ

持続的な農業生産活動が可能な状態を保持する。当集落だけでは、保持が難しい状況に

なると見込まれた場合は、近隣集落との連携を計りながら農地保全に努める。

○農用地等保全マップの概要

【マップの解説】

農地法面、農道・水路の維持管理区域

獣害発生区域を明記。

農作業道の除草管理 園地視察

［平成21年度までの取組目標］
○ 発電機、杭打ち機の共同利用による営農の効率化・低コスト化
（当初０ha→目標169ha（協定農用地面積の100％ ））

○ 優良品種（ゆら、田口、宮川温州等）の導入による高付加価値型生産
（当初０ha→目標10ha（協定農用地面積の６％ ））

○ 新規就農者の確保、認定農業者の育成 各１名増加
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＜高付加価値型農業の実践を目標としている事例＞

○高品質栽培に取り組む集落

１．集落協定の概要

市町村･協定名 和歌山県海南市 小畑
かいなんし こばた

協 定 面 積 田 畑（100%） 草地 採草放牧地
83ha みかん

交 付 金 額 個人配分 75％
954万円 共同取組活動 役員報酬・諸経費 5％

（25％） マスタープラン実現に向けた活動費 8％
鳥獣害、水路、農道維持管理費 9％
農用地の維持管理費 3％

協定参加者 農業者 60人

２．集落マスタープランの概要

（１）将来像

当集落協定参加者の平均年齢は５７歳と、柑橘栽培者の全国平均より１０歳程度若

い。しかし、新規就農者は４～５年に１人の割合でしかなく、後継者不足が大きな問

題となっている。将来的に後継者を育てる為に、優良品種への改植、高品質栽培に向

けた研修・実践を行うとともに農道・水路の補修、維持管理を集落全体で行い、更な

る省力化を進め農業を魅力のあるものとする。

また、集落の農業の中核的な担い手を確保するために認定農業者の育成を図るとと

もに農地利用集積を行っていく。

近年、鳥獣害が多く見られることから、防鳥ネットなどを設置し被害を軽減する。

（２）５年間の活動目標

毎 年：農道の草刈・水路の掃除 年２回、マルチ栽培 毎年、２０ａ以上増加、

高品質への改植（ゆら早生）毎年、２ａ以上、防鳥ネット・袋がけ栽培毎年

１カ所以上、農道の補修、視察・研修会の開催

１年目：認定農業者育成 １名以上

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作・管理（畑83ha） 周辺林地の下草刈り 高付加価値型農業の実践
（年1回） （マルチ栽培の実施 現状2ha、目

個別対応 標3ha以上
個別対応 新品種への改植（ゆら早生）

（現状50a、目標60a以上）
水路・作業道の管理
（年2回及び梅雨・台風等の降雨 共同取組活動
時後随時）
草刈り 年２回
農道の補修及び舗装等 年数カ所 認定農業者の育成

（現状24名→目標25名(１名増)）
共同取組活動

共同取組活動

農地法面の定期的な点検 鳥獣害防止対策
（随時） (防鳥ネット、袋がけ栽培）

共同取組活動 個別対応

集落外との連携
○集落内の農家に作業委託等ができない場合には、集落外の農家との連携を図り、農作業委託等
を推進する。

23



３．取組の経緯及び内容

当集落は温州みかんの専作地区であるが、急傾斜地が多く耕地面積が限られ、規模拡

大がままならず、後継者不足が深刻な問題となっていた。このため集落では、専業・兼

業の区別無く、みかん産地として発展させて行かなくてはならないと考えていた。

このような中、平成12年度に直接支払制度が始まり、制度の目的と集落の目的とが合

致することから、地区内の耕地所有者全戸を対象に、集落協定を結び、農道や水路、農

地法面などの維持管理を共同で行うことに取り組んできた結果、条件の不利な急傾斜地

の農地が守られてきた。

、 、 。さらに 本年度 みかん産地として発展させるべく前対策に引き続き協定を締結した

協定締結にあたり集落で話し合いを重ねるうち、他の柑橘産地に比べ平均年齢が若い

ことが分かり 「同じやるなら体制整備単価を目指そう」と参加者の気運が盛り上がり、

を見せ、参加者全員合意の基、下記要件に取り組むことを申し合わせた。

①高付加価値型農業の実践

・温州みかんのマルチ栽培の面積拡大

・優良系統（ゆら早生）の導入

②認定農業者の育成

③新規就農者の確保

・視察研修、講習会の開催等

○農用地等保全マップ

協定参加者による農道補修作業 完成写真

［平成21年度までの取組目標］
○ 高付加価値型農業の実践
（マルチ栽培の実施 現状２ha、目標３ha以上
新品種への改植（ゆら早生）現状50a、目標60a以上）

○ 認定農業者の育成（現状24名、目標新規認定１名以上）
○ 農道の補修
○ 鳥獣害防止対策（防鳥ネットの設置・果実袋掛け栽培の実施）
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＜高付加価値型農業の実践を目標としている事例＞

○開拓者精神の息づくむら

１．集落協定の概要

市町村･協定名 鳥取県鳥取市 上野
とっとりし うえの

協定面積 田 畑（100％） 草地 採草放牧地
9ha 梨・柿

交付金額 個人配分 50％
105万円 共同取組活動 集落の各担当者の活動に対する経費 6％

50％ 農業生産活動等の体制整備に向けた活動等 9％（ ）
鳥獣害防止対策及び水路、農道等の維持・管理等 10％
農用地の維持･管理活動 25％

協定参加者 農業者3人、市立東中学校、ピーグル（ＮＰＯ法人）

２．集落マスタープランの概要

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作･管理(果樹9ha) 体験農園の開設･運営 高付加価値型農業の実践
･市立東中学校及びNPO法 ･二十世紀梨から新品種おさゴー

個別対応 人ピーグルとの梨栽培作 ルド高接更新 100ａ
業体験を通しての交流

個別対応
農道の管理 共同取組活動
･年2回、清掃及び草刈り
･園内農道の補修･改良 300m 自然生態系の保全に関する学校

景観作物作付 教育等との連携
･集落内道路やため池周辺 ･市立東中学校及びＮＰＯ法人ピ

共同取組活動 に桜、サルスベリ等を植 ーグルとの梨栽培作業体験を通
樹（200ｍ） しての交流

共同取組活動 共同取組活動

加算措置としての取組等

耕作放棄地復旧加算
･集落内に点在している耕作放棄
地0.5haを復旧して果樹栽培

共同取組活動

集落外との連携
○市立東中学校及びＮＰＯ法人ピーグルとの梨栽培作業体験を通しての交流
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３．取組の経緯及び内容

上野地区は、鳥取市街地東方の稲葉山（標高248ｍ）の中腹に位置し、戦後に開拓さ

れた集落である。入植当時から営農が軌道に乗るまでは多くの困難があったがそれを克

服し、現在では後継者も育つまでになった。しかし、猪をはじめとする鳥獣被害や急傾

斜地からくる不利な営農条件等の問題点を抱えており、解消策の一助として地区内の３

戸の認定農業者が平成12年度から中山間地域等直接支払事業への取り組みを開始した。

前期対策では２戸と１戸に分かれて取り組んでいたが、新対策では３戸が共同して取

り組むこととなり一層の事業推進が期待される。具体的には、地区内の主要作物である

梨の積極的な新植や新品種への高接更新を進めるとともに、学校やＮＰＯ法人との農業

体験交流を通して地区の活性化を図ること等である。また、地区内の池や農道等を整備

し、花木を植栽する等の美化活動も展開し、開拓の目標である自立したやりがいのある

豊かなむらづくりに向け関係者が一丸となって取り組んでいる。

○農用地等保全マップ

・鳥獣被害が多発しているこ

とから協定農用地全体に防護

策を設置

・梨の新品種おさゴールドへ

の高接更新100ａ

・市立東中学校及びＮＰＯ法

人ピーグルとの梨栽培作業体

験を通しての交流

・集落内の美化活動の内容も

盛り込み、集落全体の活動に

も配慮していること

耕作放棄地の復旧作業（柿の抜根） 集落内の美化活動

［平成２１年度までの取組目標］

○主要作物の梨の新品種導入による高付加価値型農業の実践

（従来の二十世紀梨100ａを新品種のおさゴールドへ高接更新：協定農用地面積の11％）

○自然生態系の保全に関する学校教育等との連携

（市立東中学校及びＮＰＯ法人ピーグルとの梨栽培作業体験を通しての交流）
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＜高付加価値型農業の実践を目標としている事例＞

○鳥獣被害対策に重点を置いた集落の取組

１．集落協定の概要

市 島根県江津市松川町長良・桜江町日浦 上長良町村･協定名
ごうつしまつかわちょうながら さくらえちょうひうら かみながら

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地

5.1ha 水稲・野菜

交 付 金 額 個人配分 48.3 ％

46.5万円 共同取組活動 農用地の維持管理活動の経費 8.7 ％

51.7％ 用水路の補修・修繕等のための積立 43.0 ％（ ）

協定参加者 農業者 15人、非農家 3人

２．集落マスタープランの概要
本集落は、旧江津市と旧桜江町にまたがる区域であり、市町合併により集落内の連携

がよりしやすくなった。協定参加者に４０、５０歳代が数人おり今後の集落の中核的存
在になるものと考えている。

現在、ほ場整備を検討中で、農業生産性と営農経費の節減を図るとともに農地の管理
も効率的に行うことにより将来にわたり地域の農地を守っていくこととしている。
併せて、鳥獣害対策としてイノシシ被害を防ぐため、集落の周囲全体ををトタンで囲

む対策をとっており、サルや鳥に対しては、爆音機を設置している。

また、古代米（黒米・緑米等）の栽培を行い、餅等に加工して作物に付加価値をつけ
産直販売を行うなどして農業の収益の増加を目指す一方で、一部農家では機械の共同利
用を行っており、今後、参加農家を増やすなどして経費の節減に努めていく。

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 その他活動

農地の耕作・管理 田5.1ha 農地と一体となった周辺 獣害防護柵の維持管理（ ）
古代米の栽培（26ａの増加） 林地の下刈りを行う 爆音機の設置・管理

個別対応 個別対応
共同取組活動

水路・作業道の管理 アイガモ農法の実施
・水路、年2回 農業生産活動の体制整備

清掃、草刈り 個別対応
・道路、年2回 草刈り 機械の共同利用

現在、約2haで共同利用を実施
共同取組活動 5年後までに0.5ha以上の増加

共同取組活動
農地法面の点検及び管理

（随時）

共同取組活動
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３．取組の経緯及び内容

前期対策では旧江津市と旧桜江町の２市町にまたがっていたが、市町合併により集落

内の連携がよりとりやすくなり、また、ほ場整備も予定しているなど、農地の維持管理

が行いやすくなることから通常単価で新協定に取り組むこととした。

古代米（黒米のジャポニカ種）の作付けを以前から行っていたが、より良い品種の栽

培に取り組むため、黒米のインディカ種や緑米といった新規品種の作付けを試みること

にしており、産直市等で販売する予定にしている。また、餅等に加工して農作物に付加

価値をつけ、販売することも検討している。

一部農家で機械の共同利用を行っているが、今後、各農家所有の機械の更新時期など

に共同利用について相談を行い、経費を抑えた農業ができればと話し合っている。

前期対策では交付金のほとんどを積立てて、集落の周囲を全て防護柵で囲い、農地に

は爆音機を設置して集落全体で鳥獣被害に対して対策を施している。

新対策では、水路・農道等の補修・修繕や機械の購入などのために積立を実施してい

く予定としている。

○農用地等保全マップ

【マップの解説】

水路・農道等の補修が必要・

な所を図示し、管理作業に役

立てる。

・ 機械の共同利用実施地及び

古代米等の栽培場所を図示

し、目標に向けて面積増加を

行う。

獣被害防止柵の設置状況 古代米の栽培状況

［平成21年度までの取組目標］

○ 2.5ha以上の農地で機械の共同利用を図る（現状約２ha 。）

○ 古代米の栽培等新規作物を26a以上増加させる。

○ 古代米等を利用し、餅等に加工して産直市などで販売する。

○ 集落内の非農家等２名以上と連携して、水路・農道の維持管理を行う。
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＜高付加価値型農業の実践を目標としている事例＞

○ 高付加価値農業の実践と学校教育との連携を目指す取組

１．集落協定の概要

市町村･協定名 山口県宇部市 宮尾
う べ し みやお

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地
14.6ha 水稲

交 付 金 額 個人配分 50％
217万円 共同取組活動 役員報酬 7％

50％ 共同機械施設費 2％（ ）
水路・農道管理費、獣害防止費（積立含む） 38％
農用地維持管理費 2％
その他 1％

協定参加者 農業者 19人

２．集落マスタープランの概要

①集落における将来像

一部農家で取り組んでいた「エコやまぐち認証制度」による水稲作を協定農用地で拡

大し、統一した栽培形態を確立し農業生産活動を継続できる体制を整備する。

②５年間の目標（今後５年間で実践する活動内容）

ＪＡ等関係機関と協力し、協定農用地で平成 年度の作付けより「エコやまぐち認証17
（ ）」 。制度 エコ５０取得 水稲作を 以上増やし高付加価値型農業生産活動を実践する74a

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作・管理 田 周辺林地の下草刈り 高付加価値型農業の実践（ ）14.6ha
・エコやまぐち農産物認証制度

74個別対応 個別対応 の認証を受ける水稲作圃場を
ａ以上増加させる。

水路・作業道の管理 共同取組活動
・水路 年2回
清掃、草刈り
・道路 年2回 草刈り 自然生態系の保全に関する学校

教育等との連携
共同取組活動 ・協定地区内の万倉小学校と連

携し、圃場にレンゲ等を播種す
るとともに小学校低学年に対し
圃場を解放して自然観察会を実
施し、農業に対する児童の愛着
心の涵養を図る。

共同取組活動
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３．取組の経緯及び内容

第１期制度で行った獣害対策等により耕作放棄地防止の効果が集落内で共有されたこ

とから引き続き、獣害対策や集落 営農を継続するための経費に充てることを協定参加

者で合意し協定を締結した。

交付金については、平成２１年度に集落を囲む獣害防護柵（約１．０ｋｍ）の設置を

予定しており、その経費等のために一部を積み立てる。

高付加価値農業の実践（エコやまぐち認証５０取得）については５％（ )以上の増74a
加を目標としていたが、積極的に活動を行った結果５．５ の増加をみた。ha
また、地区内の小学校と協定を結び、レンゲ等を播種した圃場を小学校低学年に対し

て解放して自然観察会を開催することにより、地域の主産業である農業に関心をもたせ

るとともに児童の農業愛着心の涵養を目的とする活動を行う。

○ 農用地等保全マップ

・エコ栽培を実施する予定ほ場、レンゲ栽培予定ほ場

を記入。

、 。・鳥獣対策として イノシシ柵の設置計画箇所を記入

○エコやまぐち ○自然生態系の保

５０取り組み 全に関する

生産組織内容認証書 学校教育との連携

計画書

［平成21年度までの取組目標］

○ 集落での高付加価値農業（エコ農産物の水稲栽培）74a以上の増加

○ 学校と連携した自然観察会の実施
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＜高付加価値型農業の実践を目標としている事例＞

○４集落共同による農地の復旧、維持管理

１．集落協定の概要

市町村･協定名 山口県下関市 川久保
しものせきし かわくぼ

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地
20ha 水稲・野菜

交 付 金 額 個人配分 44％
423万円 共同取組活動 会議費・研修費等 11％

（56％） 鳥獣害防止対策及び水路、農道等の維持管理等 12％
耕作放棄地復旧 24％
共同機械購入にかかる積立・繰越 9％

協定参加者 農業者 31人

２．集落マスタープランの概要

○ 集落の将来像

川久保集落（金ヶ峠、大上、向河内、下川久保集落）は、農業従事者の高齢化が進ん

でおり、後継者のいない農家にあっては今後の農地の管理が不十分となり、耕作放棄地

。 、 、の拡大が危惧されている このような状況の中 当集落においては農業従事者の高齢化

担い手不足から生じる諸問題に対応していくため、集落ぐるみの農業生産活動を行うこ

ととした。

○ ５年間での主な活動目標

① 鳥獣害対策と並行して協定農用地内の既耕作放棄地13,686㎡を復旧する。

② エコファーマー認証者による農産物の栽培面積を新たに10,000㎡以上増加する。

③ 第三セクター｢豊田あぐりサービス｣に対し協定農用地の10％(20,058㎡)以上の農作

業委託（病虫害防除）を実施する。

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作･管理(田20ha) 周辺林地の下草刈り(年1回) 高付加価値型農業の実践
（エコファーマー認証者によ

個別対応 個別対応 る農産物の栽培を新たに1ha
以上増加)

水路・作業道の管理 景観作物作付(ｺｽﾓｽ:約0.3ha) 共同取組活動
･水路 年2回清掃、草刈り
･道路 年2回草刈り 共同取組活動

年1回簡易舗装 担い手への農作業の委託
（第三セクター「豊田あぐり

共同取組活動 加算措置としての取組等 サービス」に病害虫防除作業
を2ha以上委託）

耕作放棄地復旧加算
農地法面の定期的な点検 (集落に点在する耕作放棄地1.3 共同取組活動
（年１回及び随時） haを復旧し､景観作物を植付)

共同取組活動 共同取組活動
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３．取組の経緯及び内容

・協定締結の経緯

中山間地域等直接支払制度の新たな対策から、特認地域として県知事の認定を受け

対象地域となったことを機会に、本地区においても耕作放棄地発生の防止、復旧、担

い手育成等の趣旨から 集落が一本化して集落協定を結ぶことで合意した。4
・取り組みの内容

水路、農道、農地法面の管理、景観作物の作付けによる多面的機能増進活動の他、

集落内で発生している既耕作放棄地の復旧に向けた取り組み、高付加価値型農業の実

践としてエコファーマー認証者による農産物（米、ナス）の栽培に取り組んでいる。

、 、 「 」 、、また 担い手育成に係る取組として 第３セクター 豊田あぐりサービス に対し

無人ヘリによる病害虫防除作業の委託を促進する。

・今後検討している活動の内容

高付加価値型農業の実践の取組面積の拡大、担い手への農作業委託に向けた協議を

進めていく。

○農用地等保全マップ

・農用地等保全マップ（左図）及び、集

落の五年後の予想図（右図 。保全マップ）

については、農道、水路、農地の現況等

を色、記号により区別した。特に耕作放

棄地については黄色で示し、集落全体で

衆知してもらうように作成した。また、

選択用件の達成目標についても具体的数

値を記載した。

農道・水路の共同管理作業の様子 中山間地域における鳥獣害防止対策

［平成21年度までの取組目標］

○ 高付加価値型農業の実践。エコファーマー認証者による農産物（米、ナス）の栽培。

（当初3.3ha 目標4.3ha（協定農用地面積の21％ ））

○ 担い手への農作業の委託（現状なし、目標２ha（協定農用地面積の10％ 。））

○ 既耕作放棄地の復旧（協定農用地13,686㎡の復旧）
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＜高付加価値型農業の実践を目標としている事例＞

○柑橘地帯の発展を目指して

１．集落協定の概要

市町村･協定名 愛媛県八幡浜市 日土
やわたはまし ひづち

協 定 面 積 田（１％） 畑（99％） 草地 採草放牧地

柑橘・落葉果樹・野菜565 ha 水稲

交 付 金 額 個人配分 50％

6,572万円 共同取組活動 役員報酬 2.5％

（50％） 会議費・研修会費 4.5％

農道水路管理費 19％

農地管理費 3％

共同利用機械・施設整備費 8.5％

多面的機能増進費 3.5％

耕作放棄地対策費積立金 7.5％

その他（鳥獣害対策 後継者育成） 1.5％

協定参加者 農業者 417人

２．集落マスタープランの概要

当集落は八幡浜市の北部に位置し大小２０余りの小集落で構成された協定である。

将来的にも柑橘栽培が中心の農業経営となるが、適正な農業生産活動を通じ優良農地

の管理を行う一方、消費者ニーズに対応した栽培方法の確立や新品種の安定的な生産を

図ることとしている。

また、地域の担い手となる認定農業者や農業後継者の育成を図ることはもちろん、地

域の子供たちに農業の持つ役割を伝えるなどの取組も行うこととしている。

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活 農業生産活動の体制整備

環境保全型農業への取組み 農作業機械の共同購入・共同利用農地の耕作・管理（565ha）
集落対応

たいきゅう肥の施用 共同利用施設の負担軽減
共同取組活動

共同取組活動
共同取組活動

水路・作業道の管理
・農道・水路の清掃 景観作物作付け
年2回（6・9月） 各集落対応 認定農業者・農業後継者の育成

共同取組活動 共同取組活動
共同取組活動

農地法面の定期的な点検
（年２回及び随時）

学校教育との連携
共同取組活動 農作業体験 鳥獣害対策

（ ）共同取組活動 イノシシ檻設置・猟友会駆除

共同取組活動
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３．取組の経緯及び内容

前制度に引き続き地域全体で耕作放棄地の発生を防止し、将来にわたって農業経営を

維持するための活動に取り組んでいる。新品種導入に向けた視察研修の実施や認定農業

者、若い農業後継者の育成を図り、地域全体の活性化に繋げている。

今後も新品種の導入、担い手育成、農作業体験の実施などマスタープランの目標達成

に向けた活動に取り組む。

○農用地等保全マップ

全体 【マップの解説】

農道の管理状況マップ

一部拡大

今後鳥獣害対策の範囲も

追記予定

マスタープラン策定検討会 新品種導入の視察研修

［平成21年度までの取組目標］

○ 高付加価値型農業の取り組みとして、温州みかんの完熟栽培の拡充及び優良晩柑等（デコポン・せ

とか・まりひめ等）の導入を進める。 目標（30ｈａ増）

○ 新規就農者及び認定農業者の育成を図る

目標（新規就農者５名 認定農業者10名増）

○ 地域内の小学生による農作業体験の実施
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＜高付加価値型農業の実践を目標としている事例＞

○地域住民と共に環境保全活動

１．集落協定の概要

市町村･協定名 福岡県糸島郡二丈町 佐波
いとしまぐんにじょうまち さなみ

協 定 面 積 田（40％） 畑（60％） 草地 採草放牧地
33.4ha 水稲 果樹
交 付 金 額 個人配分 45％
489万円 共同取組活動 リーダー育成 5％

（55％） 会議・視察 5％
農用地の維持管理活動 40％
地域活動（伝統文化の継承・環境保全活動） 50％

協定参加者 農業者 55人

２．集落マスタープランの概要

本協定農用地に沿って流れる加茂川水系の保全を農業者と地域住民が一体となって実

施し、生態系を保存し、将来的には豊かな自然を活用した都市住民の癒しの空間を目指

す。

・ 年間での活動目標5
、 、 、 、 ）①復旧した耕作放棄地での作物栽培 ②農作物の加工 販売(橙酢 柚子胡椒 ｷｳｲﾜｲﾝ

③限界的農地の林地化、④農地の保全を目的とした地域住民や地域団体との共同作業

⑤ホタルが住める環境づくりと飼育、⑥施設間連絡道の維持管理

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作・管理 景観作物の作付 農作業の受委託
300施設間連絡道に、紫陽花

個別対応 本、桜 本植樹 個別対応100

共同取組活動
水路・農道の管理 認定農業者との育成
・水路：泥上げ、草刈り
・農道：草刈り、 ビオトープの確保 共同取組活動

ホタルの飼育・放流
共同取組活動 小学生の学外学習の場として

活用 鳥獣害防止対策
狩猟免許の取得

共同取組活動 共同取組活動

集落外との連携
○地域住民と共に加茂川水系の保全活動、復旧した農用地での景観作物の作付、施設
間連絡道付近の植樹活動を実施する。また、加茂川水系の保全活動は小学生の学外
学習の場として活用する。
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３．取組の経緯及び内容

高齢化による耕作放棄地の増加という問題に対応するため、前期対策では、定期的な

水路清掃や法面の点検、耕作放棄地の復旧、景観作物の作付を実施した。

耕作放棄地の復旧など一定の成果を挙げたが、 年度以降は、更に急傾斜の畑で加17
工品用の果樹栽培に取り組み、付加価値をつけた農産物の生産販売につなげていく。

また、加茂川の環境保全活動及び復旧した耕作放棄地の景観作物の植栽活動の地域全

体での取り組みは平成 年度に引き続き実施している。特に、加茂川水系の環境保全16
活動はホタルを飼育し、児童と共に放流し、校外活動の一環として活用されている。

○農用地等保全マップ

・景観作物の作付

・鳥獣害防止のため、協定

参加者の狩猟免許取得に

努める

景観作物（ひまわり）の作付 ホタル飼育場の管理

［平成21年度までの取組目標］

○ 高付加価値型農業の実践（橙・柚子・キウイの作付）

○ 地場産農産物等の加工・販売（橙酢・柚子胡椒・果実酒の生産・販売）

○ 認定農業者の育成（現在１名、目標２名）
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＜高付加価値型農業の実践を目標としている事例＞

○高付加価値米の販売を目指した集落活動

１．集落協定の概要

市町村･協定名 佐賀県小城市 江里山
お ぎ し えりやま

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地
14.4 ha 水稲 - - -

交 付 金 額 個人配分 50.0％
303万円 共同取組活動 ①集落の各担当者の活動に対する経費 6.2％

50％ ②集落マスタープランの将来像を実現するための活動費 4.3％（ ）
③水路、農道等の維持・管理等の経費 4.6％
④農用地の維持・管理活動を行う者への経費 3.3％
⑤機械・器具購入費、加工所増設費積立 29.7％
⑥消耗品、事務費等経費 1.9％

協定参加者 農業者 26人、非農業者 3人

２．集落マスタープランの概要

（１）将来像

集落内の全農家は第２種兼業農家で高齢者や女性が農業を担っており、又、大型機

械の利用が出来ない棚田である。

今後も高齢者や女性が農業生産活動を担うため、労働力を軽減する農道や水路、コ

ンクリート畦畔の整備と併せ、大型機械が導入出来る環境整備に取り組み、高齢者や

女性対策と併せ後継者の育成を目指す。

（２）５年間の活動目標及び毎年のスケジュール

集落内の非農家と一緒に農業生産活動等や景観作物として彼岸花を作付して多面的

機能の増進を図る。

また、水稲では佐賀県特別栽培農産物認証制度による米を生産し、共同で精米と

販売まで行い、高付加価値農業に取り組む。

［活動内容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 通常単価交付要件

農地の耕作･管理(田14.4ha) 周辺林地の管理道路の 水稲の高付加価値型農業の実
管理(約5km) 践（佐賀県特別栽培農産物認

個別対応 証制度）
共同取組

個別対応
水路・農道の管理
水路:4月水路清掃､7･9月草刈 景観作物(彼岸花)作付
農道:9月簡易補修､7･9月草刈 精米施設の利用と米の販売

共同取組
共同取組

非農家3人と連携した多面的
彼岸花まつり(9月下旬) 機能の持続的発揮や農業生産

協定農用地に含めない耕作放 活動等の取組
棄地の管理(田約0.1ha)7月 共同取組

共同取組 共同取組
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３．取組の経緯及び内容

当集落は、農家２６戸、非農家３戸の総戸数２９戸からなり、前期対策においては、

都市住民交流活動として、彼岸花による景観を利用した毎年９月に開催する「彼岸花ま

つり」等に取り組んできた。

さらに、新たな対策では、旧対策の取組を継続しながら、将来の農業生産を視野に入

れて活動を行なうために、幾度となく非農家も含め集落全体で話し合いを行い、次の活

動を集落協定に位置づけた。

①売れる米づくりを目指し 「日本の棚田百選」に認定された棚田のおいしい米に佐賀、

県特別栽培農産物認証制度（減農薬、減肥料栽培）の付加価値を加える。

②前期対策で参加された非農家と引き続き連携をとり、集落一体となって取り組む。

③猪の被害防止対策として、各農家対応でなく集落全体として電気牧柵に取り組む。

④協定農用地の再点検で、前期対策に比べ約１.２ｈａの協定農用地が増えた。

⑤集落として生産した米の販売に取り組むため、米の低温貯蔵庫の整備や精米機の利

用を集落で行う。

○農用地等保全マップ

・協定農用地を保全していくための緊急性の高い項

目から取り組む

・毎年取り組む事項と範囲を協定参加者にわかりや

すく表示している

９月の集落全景

景観作物の彼岸花が咲き乱れる空間は、訪れ

る人にやすらぎを与え、彼岸花の咲く９月中

旬から下旬には「彼岸花まつり」が行われ、

期間中約５０００人が訪れ、交流の場となっ

ている。

［平成21年度までの取組目標］
○ 水稲の佐賀県特別栽培農産物認証制度を活用した高付加価値型の米づくり （目標５ｈａ）
○ 集落協定に非農家3名（農業者総数の約12％）が参加し、農業生産活動等又は多面的機能増進活
動を行う。
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